
令和 6 年 10 月

令和 2 年度 令和 16 年度

（１）事業概要

＊1 「最大出力」、は保有している発電施設のうち最大のものを記載。「年間発電電力量」及び「年間電力料収入」は、保有する全ての発電施設の合計を記載。

　　 「有形固定資産減価償却率」は、法非適用の事業にあっては、老朽化の状況を表す指標を記載。
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＊2　ここでいう資金不足比率とは、地方財政法による資金不足比率を指し、以下の算式により算出するものとする。

資金不足比率〔法適用企業の場合〕　=　（地方財政法第15条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

資金不足比率〔法非適用企業の場合〕　=　（地方財政法第16条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

豊後大野市電気事業経営戦略

団 体 名 ： 豊後大野市

事 業 名 ： 電気事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

Ⅰ　事業概要

法適用（全部適用・一部適
用）・法非適用の区分

法適用（一部適用）

職 員 数 1 人 最 大 出 力
＊ 1 　　７４４．４２ kw

水力発電 箇所 年 間 発 電 電 力 量
＊ 1 ２，６６９．６８３MWｈ

風力発電 箇所 kwh 当 た り 単 価
＊ 1 ４０ 円

太陽光発電 　５ 箇所 Ｆ Ｉ Ｔ 適 用 販 売 施 設 数 ５ 箇所

ごみ発電 箇所 有形固定資産減価償却率
＊ 1 33.7％

Ⅱ　現在の経営状況

年 間 電 力 料 収 入
＊ 1

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
９８，７６０千円 １０４，７２０千円 １０６，７４３千円

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

１５７．５％ １６８．５％ １６６．９％

純 損 益
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

３６，２４１千円 ４２，７２８千円 ３６，７７７千円

資 金 不 足 比 率
＊ 2

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0％ 0％ 0％

【上記の指標等を踏まえた現在の経営状況の分析】 

　年間電力料収入は直近３ヶ年は増収。要因は出力制御日数の減少により、発電電力量が増加したことが要因である。純損益
についは令和５年度にPCSの10年点検をおこなったこと及び年間を通しての代理制御による減額が要因と考える。
　令和６年度以降も同額の代理制御損失額が予想されるが、令和５年度と同様の発電量を維持できるよう定期的な設備点検等
を行ない、令和５年度をベースとした純利益を確保していく。経常収支比率も１００％以上を維持していて、資金不足比率も０％
であることから経営状況は良好である。

発 電 施 設 数



２．将来の事業環境

（１）

（２）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　①収支計画のうち投資についての説明

　②収支計画のうち財源についての説明

　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

料金収入の予測

老朽化対策の見通し

今後も法改正等により、開所以降に導入された出力制御等、当初の見通しを覆す施策が導入される恐れがあり、また、機器の劣化による発電量の
低下が考えられるが、毎年度修繕引当金として積立て等を行ない機器のメンテナンスを行ない発電収入の減額を最小限にしていく。
同時に、蓄電池の導入等、日進月歩で進化している業界の情勢を注視し、より採算性の高い事業の立案に努めます。また、出資を受けた豊後大野
市一般会計に対し、可能な限り剰余金を納付することにより、設立当初からの目的である公共の福祉の増進に寄与します。今後も、経費削減や機器
管理に努め、安定的な稼働を継続していきます。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

本書策定時点（令和６年１０月１日時点）において、新たな設備投資を行う予定はありません。

施設運営に係る費用については、公営企業会計移行時の豊後大野市一般会計からの出資金や、毎月の発電収入にて賄っています。今後も独立採
算制に配慮し、他会計（豊後大野市一般会計からの繰入金等）に頼ることなく、安定的な施設運営に努めます。そのためには、安定的な発電量を確
保することが必要なため、定期的な機器の点検更新を行なう。また、その機器の管理点検等の保守管理委託契約や発電状況を一括して監視できる
監視システムを長期契約として締結することでそれらの単価を抑えていく。

現在、市の環境衛生課員１名（課長補佐兼係長）を収益勘定職員として計上していますが、平時は市の環境衛生課業務と兼務であるため、これ以上
の人員削減や経費削減は見込めません。組織体制としては、独立採算制上、専任職員の配置が望ましいところですが、豊後大野市一般会計への貢
献を主の目的の一つとしていることから、現行の体制が最適だと判断しています。よって、人件費等で全体の歳出が増えることが想定される、指定管
理や第３セクター、あるいは民間への譲渡については今後も予定はありません。

また、施設の運営に関しては、民間のノウハウで吸収できるものは積極的に取り入れ、利益の維持向上に努めます。

令和５年度より本格的運用な代理制御が始まり、発電収入の減少が予測される。また、機器の劣化等により若干の収入減（発電能力の衰え）も想定
されるためPCSやモジュールといった発電量に影響する機器の定期的な点検を行うことで令和５年度とほぼ横ばいの収入を確保できると予測してい
る。また、固定買取期間経過後の施設運営については、今後の再生可能エネルギー事業の情勢や収益性のバランスを検証し、カーボンニュートラル
の観点から、「継続」を優先的に考え、そのための最も有効な手法を選択する予定です。

モジュール点検等の日常的な定期点検に加え、５年及び１０年周期の大きな保守点検を実施し、機器の劣化や発電効率の低下を防ぎます。
そのための予算として「特別修繕引当金」の勘定項目を設定しています。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

５．公営企業として実施する必要性

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュール等を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内
容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

これまでの事後検証としては、出力制御や代理制御により本来の発電量にみあった収入が得られない
なかで、大きな災害等もなく、定期的な機器の点検や更新を行ない、令和元年度から公営企業（一部適
用）へ移行後、純利益を確保でき、豊後大野市一般会計へ納付出来ていることは評価できると考える。
今後は基本的にはこれまでの戦略を踏襲して引き続き豊後大野市一般会計へ納付できる取組を継続
していく。

収支計画に反映することができていない検討中の取組や今後検討予定の取組については現時点ではありません。

設立当初からの目的の一つとして、自主財源の確保（公営企業移行後は豊後大野市一般会計への貢献（納付））を掲げていますので、直営または公営
企業での事業実施が最適だと判断しています。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度
（令和5年度）

本年度
（令和6年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 91,619 98,545 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 66,000 62,000 62,000
(1) 91,619 98,545 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 66,000 62,000 62,000
(2) (B)
(3)

２． 59 9 202 202 202 202 202 202 202 202 202 202
(1)

(2)
(3) 30 143 202 202 202 202 202 202 202 202 202 202

(C) 91,708 98,697 90,404 90,404 90,404 90,404 90,404 90,404 90,404 66,404 62,404 62,404
１． 54,931 54,925 52,965 52,965 52,965 52,965 52,965 52,965 52,965 29,006 25,079 25,079
(1) 10,224 10,253 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500

10,224 10,253 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500

(2) 12,844 13,245 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844
12,844 13,245 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844 12,844

(3) 31,863 31,427 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 5,662 1,735 1,735
２．
(1)
(2)

(D) 54,931 54,925 52,965 52,965 52,965 52,965 52,965 52,965 52,965 29,006 25,079 25,079
(E) 36,777 43,772 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,398 37,325 37,325
(F)
(G)
(H)

36,777 43,772 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,398 37,325 37,325
(I) 42,728 36,777 43,772 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,398 37,325
(J) 224,041 269,793

2,975
(K) 2,729 10,069

2,059 9,356

670 703 715 715 715 715 715 715 715 715 715 715
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 91,619 98,545 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 66,000 62,000 62,000

(N)

(O)

(P)

別紙①

営 業 収 益
発 電 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

事 業 外 収 益
補 助 金 等

他 会 計 繰 入 金
そ の 他 補 助 金 等

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計
営 業 費 用

一 般 管 理 費
職 員 給 与 等
そ の 他

太 陽 光 発 電 費
発 電 費 用
そ の 他

減 価 償 却 費
事 業 外 費 用

豊 後 大 野 市 一 般 会 計 納 付 金
雑 損 失

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 未 払 金
う ち 未 払 費 用
う ち 仮 受 消 費 税
う ち 引 当 金

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 46.6% 37.3% 48.6% 41.6% 41.6% 41.6% 41.6% 41.6% 41.6% 56.7% 60.3% 60.2%

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　度 前々年度 前年度
（令和5年度）

本年度
（令和6年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９． 42,728 36,777 43,772 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,398 37,325 37,325

(A) 42,728 36,777 43,772 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,398 37,325 37,325

(B)

(C) 42,728 36,777 43,772 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,398 37,325 37,325

１． 41,768

２．

３．

４． 42,728 36,777 43,772 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,398 37,325 37,325

５．

(D) 84,496 36,777 43,772 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,439 37,398 37,325 37,325

(E) 41,768

１． 41,768

２．

３．

４．

(F) 41,768

(G)

(H)

○他会計繰入金

年　　　　　度 前々年度 前年度
（令和5年度）

本年度
（令和6年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計
資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

補

塡

財

源

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出


